



（東京高裁平成 20年 1月 23日判決，東京高等裁判所平成 18年（行コ）第
112号，固定資産税・都市計画税賦課処分取消請求控訴事件，原判決取消・







地方税法 348 条 2 項 3 号規定の「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法
人法第 3条に規定する境内建物及び境内地」に該当するにもかかわらず，これ
を課税対象とした東京都の平成 16 年 6 月 1 日付けの平成 16 年度分の固定資産
税及び都市計画税（1）賦課処分（本件訴訟物）は違法であるとして，その取消
しを求めた訴訟である。被告（都税事務所長）は平成 15 年 8 月 5 日に本件各




確認した。その調査に基づき平成 16 年 6 月 1 日付けで本件賦課処分を行った
ところ，原告は，同年 7月 21 日，本件賦課処分について訴外東京都知事に対
して審査請求を行った。それに対し，東京都知事が同年 11 月 30 日，原告に対
〔判例評釈〕
           
し本件審査請求を棄却する旨の裁決を行ったため，平成 17 年 2 月 15 日，本訴







税法 348 条 2 項 3 号の非課税対象に該当しないと判断した。それに対し，回向
院側が東京高等裁判所に控訴したのが，本評釈の対象とする判決（本判決であ
る東京高裁平成 20 年 1 月 23 日判決）である。
  【ប⸷ℂ↱】原告である回向院は，1657 年の創建以来，連綿と，本来的宗教
活動の一環として動物供養を行ってきた。本件訴訟の対象となっている回向堂

































江戸幕府 15 代将軍慶喜の時代に設けられた「唐犬八の塚」，大正 15 年に設け
られたオットセイの供養塔，昭和 3年に設けられた「動物慰霊の塔」，昭和 10
年に設けられた三味線・琴等の楽器に使われて死亡した動物を供養する「三味





法 348 条 2 項 3 号の「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3条
に規定する境内建物及び境内地」に該当するかについて検討する。








































































ものというべきである。    
　【ෳᾖ᧦ᢥ】地方税法 348 条 2 項 3 号・702 条の 2第 2項，宗教法人法 3条
　ޣᛕ⹏ޤޓ৻ޓᧄઙ್ᣦߩ⺰ℂ᭴ᚑ
　本判決（控訴審）の論理構成は以下のようにまとめられよう。地方税法 348



























　原審では，地方税法 348 条 2 項 3 号の規定の解釈について以下のように述べ
ている。














   一体原審と本判決との違いの原因はどこにあるのか。筆者は以下の点を指摘
したい。それは，この両判決において何を重視しているのかという点に違いが
























付けることは，法人税法施行令 5条 1項 5号ニにより法人税が非課税にされて






















である宗教法人の営むペット葬祭業等が，法人税法 2条 13 号，法人税法施行
令 5条 1項各号の収益事業にあたるか否かが争点となった，いわゆるペット葬
祭事業事件判決（名古屋地裁平成 17 年 3 月 24 日判決（7），その控訴審である名
古屋高裁平成 18 年 3 月 7 日判決（8），最高裁平成 20 年 9 月 12 日判決（9））があ
る。法人税法 2条 13 号の規定では，「販売業，製造業その他の政令で定める事
業で，継続して事業場を設けて営まれるもの」が収益事業にあたるとされてい
る。そして販売業，製造業その他の政令で定める事業として，法人税法施行令













が成立し，これは法人税法施行令５条 1項 10 号の「請負業」にあたり，ペッ
トの遺骨を保管・管理することは，法人税法施行令 5条 1 項 9 号の「倉庫業」
にあたり（12），課税がなされることは正当であると判示していた。それらを受
















を利用する場合には，年間 2000 円の管理費のほか，3年の使用期限を 3回更           
新した時に 1万円の継続利用料の支払を求められる。また納骨堂を利用する場






































































































































































































直ちに上記地方税法 348 条 2 項 3 号の非課税該当性を否定するものではない」
と述べている部分にも現れており，妥当なことと考える。







































































のうち，5000 円以下が 4件，1万円以下が 8件，1万 5000 円以下が 4件，2万























供養を営利目的に行っているものではないという判断がある。つまり年間 5万           























































































































































































ていない」。            
　「本件においては，まず事実として，問題の葬儀事業が宗教法人本来の活動に当たるか否か
を冷静に判断することが求められる。対価性の有無や社会通念という一般的な判断基準を形
式的に適用することには慎重であるべきである」。
　　田中　治先生の以上のような考え方は，宗教的心情を有しているか否かに対して，裁判所
が真っ正面から答えるとしたら，それは結局のところ，「良い宗教・悪い宗教」というラベ
ル貼りを国家が行うことにつながることになりうる。そのような事態になるのはできる限り
避けるというのが，憲法が採用した信教の自由や政教分離原則の意義であると筆者は考えて
いるので，外形的に判断するということを一歩踏み越えていることまで念頭にあるような記
述内容には，筆者には疑問がある。
（17）金子　宏『租税法（第13版）』（弘文堂，2008年）490－491頁。
（18）奥谷・後掲本件評釈55頁。酒井・後掲本件評釈4頁。
（19）同趣旨は津地鎮祭訴訟名古屋高裁昭和46年５月14日判決（行集22巻５号680頁（735頁））
にも見られる。
（20）宗教の意味については，㪡部信喜『憲法学Ⅲ　人権各論（1）〔増補版〕』（有斐閣，2000
年）127頁以下。また松井茂記『日本国憲法（第3版）』（有斐閣，2007年）430頁には，「し
かし，ここでの問題は，宗教学的意味ではなく，憲法的意味において信教の自由が保障され
るべき『宗教』を定義することである。信教の自由保障の趣旨からは，『宗教』の意味は広
く理解されるべきであり，その人がそれを宗教だと理解していれば，それは宗教だと考える
べきであろう」と述べている。筆者も同意見である。尚，信教の自由が問題となる場面での「宗
教」の定義と政教分離が問題となる場面での「宗教」の定義は，異なった定義を用いるべき
だととの二元説も有力である。㪡部・同上131頁以下。佐藤幸治『憲法〔第三版〕』（青林書院，
1995年）500頁。
（21）㪡部・同上130頁。
（22）㪡部信喜『宗教・人権・憲法学』（有斐閣，1999年）31頁以下。また㪡部・前掲注（20）
151－153頁。国家の宗教的中立性にいう「中立性」の概念には，二つの必ずしも両立しが
たいがしかし，相互に何らかの形で調和されなければならない二つの要素から成る。それは，
国家が宗教に介入しないという「不介入」と，国家が宗教的なものであろうとなかろうと，
あるいはいかなる宗教であろうと平等に扱うという「公平」という二つの要素である。アメ
リカで対立していた「宗教も非宗教も平等に助成・援助する」という政策を政教分離の基本
的な理念とする便益供与派と，「非宗教のみ助成・援助する。または非宗教は宗教以上に助成・
援助する」という政策を政教分離の本質と考える分離主義派，という異なる立場がある。こ
れらの異なる立場のいずれが妥当かを決するのは，中立性概念に含まれる二つの要素のいず
れに重点を置くのかによることはもちろん，宗教を全くの個人的ないし私的なものと解する
か，それとも市民生活の重要な一つの要素としてその意義を重視するか，という論者の宗教
観に大きな相違があるので，容易ではない。この便益供与派・分離主義派の行きすぎは，信
教の自由の保障にとって問題がある。その不介入と公平という二つの立場を妥協させる理論
として，アメリカ憲法判例で打ち出されたのが，目的・効果基準であるとする。
（23）同趣旨のものとして，板まんだら事件最高裁判決（最三小判昭和56年4月7日民集35巻
3号443頁）も挙げられよう。
（24）外形的という言葉で思い出されるものとして，津地鎮祭訴訟最高裁判決が採ったいわゆ           
る目的・効果基準がある。しかし本稿の対象としているペットの供養が，宗教行為か否かを
判断する場面とは，考慮すべき場面が明らかに違うと考える。政教分離原則は，国家が宗教
的に中立であることを要求するものではあるが，国家が宗教とのかかわり合いをもたらす行
為の目的及び効果にかんがみ，そのかかわり合いが右の諸条件に照らし相当とされる限度を
超えるものと認められる場合にこれを許さないとするものであると解すべきである。その際
のかかわり合いの程度（限度）をはかる物差しとして出てきたものが，目的・効果基準であ
る。目的・効果基準の是非はさておき，ある行為が，国家が行う宗教的活動にあたるか否かは，
「当該行為の主宰者が宗教家であるかどうか，その順序作法（式次第）が宗教の定める方式
に則つたものであるかどうかなど，当該行為の外形的側面のみにとらわれることなく，当該
行為の行われる場所，当該行為に対する一般人の宗教的評価，当該行為者が当該行為を行う
についての意図，目的及び宗教的意識の有無，程度，当該行為の一般人に与える効果，影響
等，諸般の事情を考慮し，社会通念に従つて，客観的に判断しなければならない」，という
目的・効果基準とは，本件で問題とする側面が明らかに違うと筆者は考える。宗教的活動を
国家が行うときの判断基準と，ある行為が宗教的行為か否かの判断を国家が行う際の判断基
準は，信教の自由の保護に配慮して，違うものになるはずである。
（25）国家の宗教的中立性に関する比較的最近の議論として，渡辺康行「『国家の宗教的中立性』
の領分－小泉首相靖國神社参拝訴訟に関する裁判例の動向から」ジュリスト1287号（2005年）
60頁以下。
（26）㪡部・前掲注（20）154頁以下において，宗教法人に関する固定資産税非課税に関する
憲法問題について述べられている。また，大石　眞『憲法と宗教制度』（有斐閣，1996年）
270頁以下，石村耕治編著『宗教法人法制と税制のあり方－信教の自由と法人運営の透明性
の確立－』（法律文化社，2006年）41頁以下も参照。加えて，石島　弘・碓井光明・木村弘
之亮・山田二郎『固定資産税の現状と納税者の視点－現行制度の問題点を探る－』（六法出
版社，1988年）157頁以下（碓井光明執筆）でも，宗教法人に対する固定資産税非課税の憲
法適合性について論じられている。とりわけ注目される見解としては，本件で問題となって
いる地方税法348条2項3号につき，「第3号は，『宗教法人』に着目したものであるうえ，民
法34条の公益法人の場合には，きわめて限定された用途についてのみ非課税としているこ
と（9号，12号，26号）に鑑みるならば，宗教法人に対して突出した非課税の特典を与えて
いるといわざるをえない。憲法を別にすると十分に公益性を認めることができるが，憲法適
合性に関する疑問は残っている」と述べられている。
（27）憲法は，宗教の社会的価値を承認する（国民生活上の意義や役割を承認する）立場に立っ
ているから，国家財政や宗教法人の経済力などを勘案して立法政策上免税措置が許容される
ので，「特権」に当たらず，いわゆる巨大宗教法人への課税や，固定資産税の非課税に代え
る軽減税率化などの立法政策も可能となるということを述べたものとして，大石・前掲注（26）
274頁以下。
（28）浅妻・前掲注（13）163頁における，公益法人等の課税取扱いは優遇か否かの議論を参照。
また，平野　武・齊藤　稔『宗教法人の法律と会計』（晃洋書房，2001年）112頁以下にあ
る宗教法人に対する優遇税制の根拠に関する箇所も参照。
（29）林　知更「政教分離原則の構造」高見勝利・岡田信弘・常本照樹編『日本国憲法解釈の
再検討』（有斐閣，2004年）124頁。           
（30）平成19年6月26日北海道砂川市市有地神社違憲札幌高裁判決（最高裁HP http://www.
courts.go.jp/hanrei/pdf/20070723115001.pdf），平成20年4月7日白山ひめ神社御鎮座二千百
年式年大祭奉賛会損害賠償請求控訴事件名古屋高裁金沢支部判決（判例時報2006号53頁）。
（31）その点，林・前掲注（29）131頁以下参照。とりわけ135頁。「結局のところわが国の
判例は，いずれの類型においてもほぼ一貫して，『社会』の通念に照らして国家行為の宗教
的な『意味』が相当な限度を超えていないかを問題としてきたように思われる。ここでは『社
会』の尺度によって『国家』を枠づけることこそが重要であった。『国家』を共同体に従属
させることによって『社会』の自由を擁護することこそが課題とされ，『社会』からいった
ん自律化した存在としての『国家』の公共性を正面から問うことは，ほとんどなかったので
ある」。
（32）渋谷秀樹『憲法』（有斐閣，2007年）378頁以下に，以下の記述がある。「宗教の自由は，
多数派または正統派とされる宗教に対する少数の異端者，抵抗者（protestant）の信仰の自
由を護ることが，ひいては個々人の精神生活を護るために必要不可欠であるとの認識から生
まれた自由である。そして，『たとえ，少数者の潔癖感に基づく意見と見られるものがあっ
ても，かれらの宗教や良心の自由に対する侵犯は多数決をもってしても許されないのである』
ことが現行憲法の保障する『信教の自由』の前提となっている。したがって，宗教の自由が
問題となっている事案につき，『国民一般の宗教的関心度』といった，漠然とした社会通念
は判断基準としては用いてはならず，ましてや宗教的寛容を宗教的少数者に強制してはなら
ない」。また，酒井・後掲本件評釈3頁では，「本件のように宗教性の判断が課税庁や裁判所
によって行われることには，違和感が残る」と，述べられている。
（33）平野・齊藤・前掲注（28）114頁以下。
（34）自衛官合祀訴訟判決（最大判昭和63年6月1日民集42巻5号277頁）における伊藤裁判官
の反対意見では，目的・効果基準は抽象的には正しいものであるが，行為に対する一般人の
宗教的評価，行為の一般人に与える効果，影響などを強調することは，宗教的利益の侵害が
問題となる場合には，多数者による少数者の抑圧になる可能性があるので，一層の慎重さが
求められる，としている。
（35）信教の自由への負担に際しては，一般的に，規制の有する公共的利益の重要性と宗教行
為の自由に対する負担とを比較衡量して，許否を決するべきであろう。
（36）その点，本件訴訟における被控訴人（東京都側）の「非課税規定の適用に当たっては，
各宗教の個別の教義に対する仔細な調査を前提とせず，社会通念に照らし，社会共通の認識
としてあらゆる宗教に共通の中核的要素を基準として，客観的に判断することが求められる」
という主張は，宗教性を本判決（及び原審）と同じように社会通念で判断しようとしている。
その点においては差はない（共通の中核的要素という言葉に現れているように，被控訴人の
側では幅を狭めている点には勿論大いなる差があるが）。
（37）石島ほか・前掲注（26）160頁（碓井光明執筆）。
（38）名古屋地裁平成4年6月12日判決（判例タイムズ803号102頁）。
（39）占部裕典監修；全国婦人税理士連盟編『固定資産税の現状と課題』（信山社出版，1999年）
68－69頁。
（40）各建物の位置関係については，服部・菅原・後掲本件評釈102頁の図を参照のこと。
（41）同趣旨，奥谷・後掲本件評釈55頁。酒井・後掲本件評釈4頁。           
（42）酒井・後掲本件評釈3頁。
（43）占部裕典監修・前掲注（39）62頁以下。また石島ほか・前掲注（26）157頁（碓井光明執筆）
には，境内建物や境内地を非課税にする理由について，第１に，宗教法人が，国や地方公共
団体に肩代わりして（これは，政治と宗教の分離に矛盾するものではない。）公益的活動を
行うので，その活動を市町村が助成するという考え方と，第２に，宗教法人の布教の自由，
関係する信者の信教の自由を実質的に保障するというものが挙げられている。そして，「宗
教法人の活動又は宗教法人の所有する境内建物や境内地が不特定多数の人々に精神的安らぎ
を提供するという効果によっても，固定資産税を非課税にするだけの十分な公益性が認めら
れる」と述べている。但し，いわゆる「代償理論」に対しては，アメリカにおいて否定され
ているのは，田近　肇「宗教の公益性と憲法」初宿正典・米沢広一・松井茂記・市川正人・
土井真一編『国民主権と法の支配－佐藤幸治先生古稀記念論文集〔下巻〕』（成文堂，2008年）
352頁以下参照。同354頁以下で「宗教への配慮」の理論に関する検討もなされ，肯定的に
捉えている。また前掲ペット葬祭事業事件名古屋地裁判決においては，「上記のような超自
然的，超人間的本質の存在を確信などする心情そのものが，人の精神に安らぎを与え得るこ
とは否定できないものの，現行法上は，かかる意味での公益性，公共性を高く評価している
が故に税制上の優遇措置が講ぜられているというよりも，宗教法人が非営利法人であること
を求められ，しかも，そのことを担保するために所轄庁による監督に服している点が重視さ
れていると解することができる」と述べ，優遇措置の理由は，公益性・公共性ではなく，非
営利活動にあるとされている。
（44）占部裕典監修・前掲注（39）63頁。
（45）公益法人が非課税になっているのは，その公益性に基づくという考え方に警鐘を鳴らす
ものとして，田中　治「公益法人制度の改革と宗教法人」宗教法25号（2006年）1頁以下。
特に14－15頁。「国の定める公益性の内容如何によっては，特定の宗教法人は，その活動の
効果の及ぶ範囲が狭いことを理由に，公益性がないということになりかねない。国の定める
公益性の要件を満たし，免税の特典を得るために，宗教本来のあり方が歪められ，あるいは，
国家による宗教統制に向かうおそれがなくはない」。
　　また同15頁において，前掲ペット葬祭事業事件名古屋地裁判決を用いて，宗教法人に関
する公益性を重視してはいないと論じている。「少なくとも，本判決は，一連の課税上の優
遇措置は，宗教法人を含んだ公益法人のもつ公益性，公共性を国家が高く評価したからでは
なく，宗教法人が規制に服している見返りであるとか，便宜を図ったものであるにすぎない
とかの理解を示していることに注意する必要がある。このような理解が裁判所の共通の理解
とまではいえないとしても，宗教法人に関する公益性の認識はそれほど強くはないように思
われる」。上記のような名古屋地裁の採った判決の態度について，田中先生は別稿・前掲注（16）
6頁以下においても批判している。
（46）逆に，「歴史」や「地域住民からの認知」こそを重視すべきだと主張するものとして，櫻
井圀郎「宗教の判断基準－行政と『宗教』の問題－」キリストと世界15号（2005年）61頁以下。
また同93頁以下に次の記述がある。「宗教の定義を社会通念に任せておきながら，社会通念
に反する処分を行うのは，当該行為を宗教行為であると確信して行ってきた宗教法人にとっ
て不意打ちとなる。それはまた，憲法84条の租税法律主義に反することになろう。本稿で
考察したように，宗教を一律に定義することは不可能である。しかし，その目的に合わせて，           
個々の場合に応じた定義をすることは特段困難なものではない」。少なくとも言えることは，
上記櫻井論文が問題としているペット葬祭事業に対する法人税課税においては，明記してあ
るもの以外課税ということを貫けば，特に定義する必要はないと考える。定義していなくて
も租税法律主義にも反しないと考える。
（47）つまり，動物供養を行うことが宗教（的）行為ではないと断言することは，誰にもいえ
ない程度という意味である。
（48）この三段階の金額の違いは，仏像に近い場所に安置を望む供養主が多く，その偏在を解
消するために，安置場所が仏像に近い場所の費用を高めに設置したものであると，本件原告
（控訴人）は，訴訟の中で説明している。
（49）奥谷・後掲本件評釈55頁。
（50）平野・齊藤・前掲注（28）115頁では，宗教法人の行う「収益事業」に対する法人税の
軽減税率の適用に関して，「競合」という観点から憲法の趣旨に反すると述べている。宗教
法人法６条は「収益事業から『収益が生じたときは，これを当該宗教法人，当該宗教法人を
包括する宗教団体又は，当該宗教法人が援助する宗教法人若しくは公益事業のために使用し
なければならない』と規定しているのであって，これは単に収益事業から生じた収益の使途
に関して規定しているにすぎないといえる。つまり，そこからは宗教法人の事業であるとは
いえ，基本的に外部との競争関係に立つ『収益事業』に対する軽減税率の適用の妥当性を当
然には導くことはできないと考えられる。宗教法人の行う収益事業に対する軽減税率の適用
は，他の普通法人が事業を行う場合と比較して明らかに有利な条件を付与することとなる。
これは，いうならば宗教法人に対して特権を与えることと結果的に同じ効果を与えることに
なり，むしろ憲法の趣旨にも反するとさえ考えられる」。
（51）㪡部・前掲注（20）155頁以下参照。
（52）酒井・後掲本件評釈4頁。東京地裁平成17年5月19日判決（LEX/DB文献番号28131716）。
また別の訴訟である東京地裁平成16年3月25日判決（最高裁HPhttp://www.courts.go.jp/
hanrei/pdf/60F4B50275701E184925710A000659F3.pdf）では，「専らその本来の用に供する」
という非課税要件については，本来の用途以外に供することが全くないことまでを要求する
ものではなく，不動産が一時的又は部分的に他の用途に供されたことがあるとしても，この
非課税要件該当性が否定されるわけではないとした上で，問題となっている宗教団体がその
建物を選挙の支援活動に利用するのは選挙の告示前後を通じて２か月前後であり，支援活動
自体も前記建物で行われている活動のごく一部に限られ，支援活動のために建物全体を相当
期間継続的に利用しているものではないから，前記宗教法人による建物の利用が「専らその
本来の用に供する」ものでないとはいえない，と判断した事例がある。
（53）服部・菅原・後掲本件評釈105頁。
（54）前掲ペット葬祭事業事件最高裁判決からすると，法人税法上，宗教法人がペット等の遺骨
をロッカーで有料で保管する行為は，倉庫業にあたると考えられる。その行為が，たとえ当
該宗教法人が「一年間無料で遺骨を安置し，それでもなお安置したいという方のみに料金を
徴収している」ことは，営利性が薄い行為であるからといっても，その謝金の支払いが任意
でなされるものではなく，対価（対価債務の履行であるともいえる）としてなされるもので
あるので，法人税課税がなされるのである。
（55）その点，宗教法人であるお寺が，お守りやお札などを販売しても法人税の課税がなされ           
ない。それはお守りやお札などは原価と売価の差が通常の利潤ではない（ある意味法外な利
潤である）からだと考えられる（通常の利潤にあたる物を販売すれば物品販売業に該当する）。
このようなものに課税がなされないのは，財貨の移転の任意性にあると考えられる。その点，
針供養とか人形供養とかにも課税がなされないこととも，利潤という点から考えてみれば符
号するところもあろう。しかし，浅妻・前掲注（13）164頁には「本件（前掲のペット葬祭
事業事件名古屋地裁判決のこと；筆者注）判旨によれば，人の供養のみならず針供養や人形
供養の場合も任意支払である一方，ペット供養の場合は対価支払である，とされているとこ
ろに，強烈な違和感が残る」とされている。
（56）服部・菅原・後掲本件評釈107 頁。「今後，宗教法人による動物慰霊事業がどの程度の使
用実態であれば，本来的宗教活動であると認められ，その対象施設・敷地が固定資産税の非
課税対象となるか，事例集積が必要と思われる」。
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・羽根一成「争訟法務・最前線 !⑯ペット供養施設への固定資産税及び都市計画税の賦課処分
が違法とされた事例」地方自治職員研修41巻4号（2008年）74頁。
・奥谷　健「ペット葬祭事業に使用する建物とその敷地に対する固定資産税」税務ＱＡ73号
（2008年）52頁。
・酒井貴子「ペット等の遺骨の保管施設が固定資産税等の非課税資産に当たるとされた事例」
速報判例解説－ＴＫＣローライブラリー租税法No.7（2008年）1頁（LEX/DB 文献番号
【z18817009-00-130070185】）。　
・服部　弘・菅原万里子「ペット供養施設に対する固定資産税課税の問題点」税理51巻13号
（2008年）101頁。
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